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第 1章 計画策定の背景と趣旨 

平成 5年 1月 12 日付けで岐阜市を含む長良川下流域及び新境川流域 3市

10 町（現 5市 4町）が、水質汚濁防止法第 14 条の 6（現行法では第 14 条の

8）に基づく「生活排水対策重点地域」に指定されました。 

これに伴い、同法第 14 条の 7（現行法では第 14 条の 9）に基づく計画策定

の義務が発生するため、岐阜市内の下水道処理区域以外における生活排水対

策について定めるものです。 

  なお、平成 31 年度から機構改革により自然共生部と環境事業部が統合さ

れ環境部となったため、「岐阜市一般廃棄物処理基本計画」と目標及び達成

時期を合わせて運用することとしました。そして、本計画では、令和 3年 3

月「岐阜市一般廃棄物処理基本計画」に合わせ令和 7年度達成目標を掲げま

す。 
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第 2章 岐阜市の概要 

2.1 地理的特性 

2.1.1 位置・地勢 

本市は、岐阜県南部に位置し、東京から約 250km、大阪から約 140km、名古

屋から約 30km の直線距離にあります。平成 18 年 1 月 1 日に柳津町と合併

して現在の市域となり、面積は 203.60km2で東西 18.8km、南北 21.3km となっ

ています。本市は、木曽、長良、揖斐の木曽三川によってつくられた濃尾平

野（沖積平野）の北端、長良川の緩扇状地帯にあり、市域の北部には標高

300ｍに及ぶ山々が遠く福井、滋賀県に連なり、中央部には 329ｍの金華山が

あります。また、金華山の北側に沿う形で北東から南西方向に清流長良川が

貫流し、西部から南部にかけて広がる平野部では、伊自良川、境川など長良

川の支流が幾筋も流れており、豊かな自然に恵まれた土地となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-1-1 本市の位置 
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2.1.2 気象 

本市の気象状況を表 2-1-1 及び図 2-1-2 に示します。 

2019 年（令和元年）の平均気温は 17.0℃と比較的温暖です。 

また、同年の年間降水量は 1,798mm で、ほぼ平年並みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-1-1 気象状況 

図 2-1-2 平均気温及び降水量（令和元年） 
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2.2 人口動態・分布 

2.2.1 人口及び世帯数 

本市の人口及び世帯数を表 2-2-1 及び図 2-2-1 に示します。 

2019 年度（令和元年度）の人口は 408,109 人、世帯数は 181,716 世帯と

なっています。 

経年変化を見ますと、人口は年々減少傾向にあり、世帯数は年々増加して

います。このため、世帯当たり人口は年々減少しつつあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-1 人口及び世帯数の実績 

図 2-2-1 人口及び世帯数の推移 
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2.2.2 人口動態 

本市の人口動態（社会動態・自然動態）を表 2-2-2 に示します。 

2019 年度（令和元年度）の本市の人口動態について、社会動態は転入が転

出を上回っており、583 人の増加となっていますが、自然動態の死亡が出生

を上回っているため、1,695 人の減少となっていることから、全体的には

1,096 人の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3 人口構造 

本市の人口構造を表 2-2-3、図 2-2-2 に、年齢別人口を図 2-2-3 に示しま

す。 

2019 年度（令和元年度）の年齢別 3 区分人口は年少人口（構成比）が

50,501 人（12.4％）、生産年齢人口（同）が、241,834 人（59.1％）、老年人

口（同）が 116,548 人（28.5％）となっています。 

人口構造の推移を見ると、年齢別 3 区分人口の構成比は、年々年少人口が

減少し、老年人口が増加しており、高齢化が進んでいることがうかがえま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-2 人口動態 

表 2-2-3 人口構造 
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図 2-2-2 人口構造の推移 

図 2-2-3 年齢別人口 
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2.3 産業の動向 

本市の産業の状況を表 2-3-1 に示します。 

2016 年度（平成 28 年度）の民営事業所数は 21,067 事業所で、従業者数

は 189,438 人となっています。 

産業別に見ると第三次産業が事業所数及び従業者数ともに 84％以上となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-1 2016 年度（平成 28 年度）の産業別事業所数及び従業者数（民営） 
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2.4 土地利用状況 

2.4.1 土地利用 

2019 年度（令和元年度）の土地利用状況を表 2-4-1、図 2-4-1 に示しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4-1 土地利用状況 

図 2-4-1 土地利用状況 
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2.4.2 都市計画 

2019 年度（令和元年度）の都市計画状況を表 2-4-2 に示します。 

本市の都市計画区域は、市全域の 20,360ha が都市計画区域となっていま

す。このうち市街化区域が 8,027ha（39.4％）、市街化調整区域が 12,333ha

（60.6％）となっています。 

市街化区域のうち最も多くの割合を占めているのは、第一種住居地域で

10.1％となっており、次いで準工業地域（6.0％）、第二種中高層住居専用地

域（5.9％）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-4-2 都市計画状況（令和元年度） 
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第 3章 生活排水処理の現状 

3.1 生活排水処理体系の概要 

本市における生活排水の処理体系の概要を図 3-1-1 に示します。 

現在、生活排水は下水道、合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽で処理して

おり、汲み取りし尿は岐阜羽島衛生組合が運営管理する岐阜羽島衛生センタ

ーに搬入し、浄化槽汚泥は岐阜市寺田プラント及び岐阜羽島衛生センターに

搬入して処理・処分を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-1-1 生活排水処理体系図（令和 2 年 3 月末現在） 
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3.2 生活排水処理形態別人口の状況 

過去 5 年間における生活排水処理形態別人口を表 3-2-1 及び図 3-2-1 に

示します。 

本市では下水道が最も多く普及しており、2019 年度（令和元年度）の本市

人口の 8割以上を占めています。次いで多いのは単独処理浄化槽人口で、

年々減少しつつありますが、12％程度となっています。合併処理浄化槽人口

は微増で推移していますが、約 6％程度、し尿汲み取り人口は減少を続けて

おり、1％以下となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-1 生活排水処理形態別人口 

図 3-2-1 生活排水処理形態別人口の推移 
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3.3 下水道の整備状況 

本市における下水道の整備状況を表 3-3-1 に示します。 

本市の下水道は、昭和 9 年 7 月に、分流式下水道を日本で最初に採用して

着工しました。 

単独公共下水道として中部、北部、南部、北西部の 4 処理区の 6,087ha

（変更事業計画、平成 29 年 3 月）、流域関連公共下水道として東部第 1・第 

2、芥見、日置江、北東部、柳津東、柳津西、佐波、高桑の 9 処理分区の 

2,673ha（変更事業計画、平成 28 年 2 月）において事業を進めています。 

また、単独公共下水道の各処理場で発生した汚泥を北部プラントに集約

し、その灰からリンをリン酸カルシウムとして回収し、肥料として有効利用

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-3-1 下水道の整備状況（平成 31 年 3 月末現在） 
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3.4 水質汚濁の状況 

本市の中央部を流れる長良川は、その中流域が環境省の「名水 100 選」に

選ばれるほどとても清らかで美しい川です。 

市内河川の水質状況を把握するため、市内では 29 カ所の公共用水域水質

測定地点が設定されており、そのうち長良川の 5 地点（藍川橋、長良橋、鏡

島大橋、穂積大橋、長良大橋）では水質の常時監視を行っています。 

これら長良川の 5 地点は A 類型に指定されています。代表的な水質項目で

ある BOD の水質状況を表 3-4-1 に示します。5 地点とも、BOD は過去 5 年間

（平成 27～令和元年度）において環境基準値 2 ㎎/ℓを達成しており、良好な

水質が保たれています。 

今後も良好な水質環境を保つため、水質汚濁防止策を引き続き実施してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5 生活排水処理率 

生活排水処理率とは、下水道人口及び合併処理浄化槽人口など、し尿と生

活雑排水の両方を衛生的に処理している人口の計画処理区域内人口に対する

比率です。 

本市における生活排水処理率の推移を表 3-5-1、図 3-5-1 に示します。 

生活排水処理率は 2015 年度（平成 27 年度）の 85.5％から 2019 年度（令

和元年度）には 86.9％に向上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-4-1 長良川の水質状況（BOD(mg/ℓ)） 

表 3-5-1 生活排水処理率の推移 
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図 3-5-1 生活排水処理率の推移 
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第 4章 生活排水処理施設の整備に関する事項 

4.1 計画策定にあたっての検討事項 

岐阜市では、人口密集度を考慮し、市街化区域は集合型生活排水処理施設

（下水道）、市街化調整区域は個別型生活排水処理施設（合併処理浄化槽）に

よる生活排水処理を基本方針としています。 

生活排水処理に係る既存計画が上記基本方針と整合がとれていることを経

済的要因、社会的要因、投資的効果発現の迅速性、地域環境保全効果及び将

来見通しの 5 つの視点により確認した結果、表 4-1-1 に示すように下水道、

合併処理浄化槽とも 5 つの視点すべてで整合がとれていることを確認できま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-1-1 生活排水処理に係る確認事項 
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4.2 生活排水処理形態別人口の予測 

4.2.1 予測手順 

本市における生活排水処理形態別人口は、p.11 の表 3-2-1 に示した実績

値を基にそれぞれ予測します。 

 

4.2.2  生活排水処理形態別人口の予測結果 

各年度の生活排水処理形態別人口の予測結果を表 4-2-1、図 4-2-1 に示し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-2-1 生活排水処理形態別人口の予測結果（現状のまま推移した場合） 

図 4-2-1 生活排水処理形態別人口の推移（現状のまま推移した場合） 
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4.3 生活排水の目標値 

4.3.1 現計画目標値の達成状況 

    現計画における中間目標値に対する現状は、表 4-3-1 のとおりです。中間

目標として設定していた目標値 87.5％には 0.3 ポイント届かないことが予

測されます。 

本計画の目標達成のためには、引き続き生活排水処理率の向上に向けた施

策が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.2  生活排水処理の目標 

基本理念及び基本方針を達成するための行動の目安となる具体的な数値目

標を掲げます。 

2019 年度（令和元年度）における本市の生活排水処理率は 86.9％です。

本市では、公共下水道の整備及び合併処理浄化槽への切替により、計画目標

年度である 2025 年度（令和７年度）までに生活排水処理率を 89.6％以上に

することを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-3-1 中間目標の達成状況 
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4.4 基本方針 

生活排水対策の基本として、水の適正利用に関する普及啓発とともに、生

活排水の処理施設を逐次整備していくこととし、生活排水処理施設整備の基

本方針は次のとおりとします。 

（1）公共下水道 

本市の市街化区域の下水道整備は概ね完了しており、今後は下水道によ

る処理が効率的な区域のうち、地域の実情に応じて採算が可能な地域等の

整備を行います。 

（2）合併処理浄化槽 

下水道が整備されていない区域は合併処理浄化槽を基本とします。 

なお、下水道事業計画区域外及び区域内であっても下水道が当面整備さ

れない区域に設置される浄化槽については、設置費の一部を補助します。 

（3）単独処理浄化槽、汲み取りトイレ 

下水道が使用できない区域に既に設置されている単独処理浄化槽及び汲

み取りトイレに関しては、合併処理浄化槽への切り替えに伴う配管工事費

の一部を補助します。また、単独処理浄化槽の撤去に係る費用の一部に対

しても補助をします。 

 

4.5  排出抑制計画 

4.5.1 排出抑制に関する目標 

生活圏から発生する生活排水により、河川や湖沼等の公共用水域をはじめ

とする生活環境への汚濁負荷を削減することを目標とします。 

 

4.5.2 排出抑制方法 

（1）公共下水道への接続の促進 

下水道処理区域内については、公共下水道への接続を促進し、水洗化率

の向上を図ります。 

（2）浄化槽の適正な維持管理 

適切な管理がなされていない浄化槽は処理能力が低下し、適正に処理さ

れていない排水が公共用水域に排出され、水質汚濁の要因となるため、浄

化槽の定期点検、清掃等の維持管理を適正に実施するよう指導します。 

（3）啓発活動の推進 

市民に対し、公共下水道への接続や合併処理浄化槽の整備、浄化槽の適

正な維持管理の重要性を啓発するとともに、生活排水処理対策の必要性に

ついて広くＰＲを行います。 
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4.6 目標及び整備計画 

4.6.1 処理体系の目標 

本市から発生するすべての生活排水を処理施設において処理することを目

標とします。 

なお、本市では、公共下水道計画区域では下水道を整備し、その他の地域

では合併処理浄化槽等による処理を継続し、発生する浄化槽汚泥については

し尿処理施設で適正処理を図ります。 

本市における将来の生活排水処理体系を図 4-6-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-6-1 将来の生活排水処理体系 
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4.6.2 整備目標 

整備目標を達成するには、今後は下水道による処理が可能な区域では、公

共下水道への接続を促進するため、以下の施策を実施します。 

下水道処理区域以外の区域では、合併処理浄化槽による処理を行うものと

します。 

（1）整備目標達成のための施策 

1）公共下水道普及促進 

下水道処理区域においては、継続的な戸別訪問によって下水道のメリッ

トを伝えることに加え、助成制度を活用することにより、下水道利用者数

を増加させることで、生活排水処理率の向上を図ります。 

2）合併処理浄化槽普及促進 

下水道未整備区域における生活排水処理率の向上を図るため、既設の単

独処理浄化槽から合併処理浄化槽への切り替えに対する補助金の交付など

の支援の充実を図ります。 

さらに、戸別訪問や広報紙、市のホームページによる普及活動を実施し

ます。 

（2）生活排水処理形態別人口及び計画処理量の目標 

各年度の生活排水処理形態別人口の目標を表 4-6-1～4-6-2 及び図 4-6-2

～4-6-3 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-6-1 目標設定に基づく生活排水処理形態別人口 
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図 4-6-2 目標設定に基づく生活排水処理形態別人口の推移 

表 4-6-2 生活排水処理人口及び処理率（抜粋） 
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4.6.2 整備計画及び維持管理計画 

本市で公共下水道、合併処理浄化槽を整備していく区域及び人口を表 4-6-

3 に示します。また、処理区域及びそれぞれの処理方針を以下に整理しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）公共下水道 

本市の市街化区域の下水道整備は概ね完了しており、今後は下水道による

処理が効率的な区域のうち、地域の実情に応じて採算が可能な地域等の整備

を行います。 

（2）合併処理浄化槽 

下水道整備区域以外の区域では、し尿汲み取りトイレや単独処理浄化槽

から、合併処理浄化槽への転換を推進します。 

図 4-6-3 生活排水処理人口及び処理率（抜粋） 

表 4-6-3 生活排水処理に関する区域及び人口 
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また、合併処理浄化槽は、清掃、点検等の維持管理が適正に行われない

場合、その処理性能が十分に発揮されず、水質汚濁や悪臭の原因となりま

す。浄化槽の維持管理は、管理者の責任において許可業者及び登録業者が

それぞれ清掃及び点検を行っており、その維持管理方法について指導をし

ていきます。 

（3）コミュニティ・プラント 

本市におけるコミュニティ・プラントの整備計画は、現時点ではありま

せん。 

（4）農業集落排水施設 

本市における農業集落排水施設の整備計画は、現時点ではありません。 
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第 5章 生活排水対策に係る啓発に関する事項 

5.1 市民に対する広報・啓発活動 

今後、適切な生活排水処理を実施するための啓発活動として、以下に示す

内容を推進します。 

（1）生活排水に対する市民意識の高揚 

公共用水域の水質汚濁の現状と、その原因のひとつが各家庭から排出さ

れる生活雑排水等にあることについて、戸別訪問やパンフレット、ポスタ

ー、広報誌及び市 HP 等による広報を定期的に行い、市民の生活排水に対

する意識を高めていきます。 

（2）施設・設備等見学会の開催 

水質汚濁と生活排水との関係を深く理解してもらうため、汚濁の進行し

ている河川・湖沼等や汚濁浄化した河川・湖沼等の現状、処理施設や設備

の見学会実施等について検討します。 

（3）生活排水処理対策推進に関する市民組織の育成及びその活動支援 

市民を主体とした生活排水処理対策推進のための組織育成や、それらの

活動の支援方法について検討します。 


